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Ⅰ　はじめに

　企業の人的資源管理（human resource management：
HRM）施策は企業業績や個人のパフォーマンス発揮
に対していかなる影響を及ぼすのだろうか。この重要
な問いについて，研究面ではこれまで主として戦略的
人的資源管理論（strategic human resource manage- 
ment：SHRM）の文脈及び枠組みを用いて議論や検
討がなされてきた。
　SHRM 論は，人的資源管理分野においてここ 30～
40 年ぐらい精力的な研究がなされてきたが，Wright 
and McMahan（1992）はこの SHRM を「組織が目標
を達成できるように意図された計画的な人的資源の配
置と活動のパターン」（p. 298）と定義している。そ
こでは HRM 施策が組織及び従業員の成果とどのよう
に関係しているのかに焦点を当てており，従来の HRM
研究とは異なるものといえる（Ferris et al. 1999）。
　このような企業の HRM 施策と組織及び個人の成
果・業績との関連を検討する SHRM 論に強く影響を
及ぼす基礎理論として，資源ベース理論（resource-
based view of the firm：Barney 1991）を挙げること
ができる（Shaw 2021）。資源ベース理論は，企業の
持続的競争優位の源泉を組織内部の「資源」に求める
考え方である。そしてその資源が持続的競争優位の源
泉になるためには，（1）価値あるもので，（2）稀少で
あること，（3）模倣が完全に困難もしくは不完全であ
ること，（4）他に代替できないことの 4 つが満たされ
ている必要性を指摘している。そのような中，Wright, 
McMahan and McWilliams（1994）は，資源ベース
理論と企業内の人的資源，HRM 施策との関連を理論
的に検討し，人的資源（企業内の人材）が知識やスキ
ル，能力（knowledge, skills and abilities：KSAs）な
どを高く保有することによって，この 4 つの条件をみ
たす人的資本のストック（the pool of human capital）

になりうることを指摘している。その上で，図 1 で示
されるように HRM 施策によって企業内における質の
高い人的資本ストックの創出に寄与すること，また高
い知識やスキルを有する人的資本のストックは，生産
的な従業員行動を引き出す適切な HRM 施策が実施さ
れた場合に，持続的競争優位性をもつ可能性を指摘し
ている（Wright, McMahan and McWilliams 1994）。

図 1　持続的競争優位の源泉としての人的資源モデル

出所：Wright, McMahan and McWilliams（1994：318）

　上記に示した基礎的な理論命題を踏まえ，HRM 施
策と組織成果及びその間に介在する従業員行動・成果
との関係が SHRM 研究として独自の展開がなされて
くることになる。

Ⅱ　SHRMにおける 3つのモデル

　初期の SHRM 論では，HRM 施策と成果との関係
を考える上で，研究者間で多少の相違はあるものの大
きく 3 つの考え方が示されてきた（e.g., 岩出 2002；
小林 2019）。
　第 1 は，普遍的モデル（あるいはベストプラクティ
スアプローチ）と言われるものである。このモデルで
は，ある特定の HRM 施策を導入することがいかなる
環境・戦略下においても組織成果に効果的な影響を及
ぼすという考え方であり，具体的には組織業績に有効
性のある個別の HRM 施策が何であるかの特定を試み
るものである。例えば，Delery and Doty（1996）で
は，内部昇進制度，公式の育成制度，結果重視の人事
評価，成果主義的報酬制度（プロフィットシェアリン
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グ），雇用保障，従業員参加・発言制度，職務のブ
ロードバンド化施策の 7 施策が取り上げられ，ROA
や ROE などの組織の財務成果との関係が検討されて
いる。
　第 2 は，戦略と HRM との連携モデル（あるいはコ
ンティンジェンシーアプローチ）である。このモデル
は垂直的適合（vertical fit）を重視するものであり，
各企業で採られる競争戦略もしくは事業戦略の実現に
は，組織内部においてそれに適合する人材や役割行動
が必要であり，企業における戦略と HRM 施策との適
合性が組織業績・成果に影響を及ぼすという考え方で
ある。例えば，Miles and Snow（1984）は，企業の
競争戦略を防衛型，探求型，分析型に分類した上で，
防衛型の場合には人材の「育成（building）」を主軸
とした HRM 施策，探求型では人材の「獲得（acquir- 
ing）」，分析型では人材の「配分（allocating）」に注
力する HRM 施策の重要性を指摘している。
　第 3 は，HRM 施策間の連携モデルである。このモ
デルは，HRM 施策間における水平的適合（horizontal 
fit）を重視するものであり，個々の HRM 施策間の相
互補完性や非線形的な相乗効果があることによって組
織成果に影響を及ぼすという考え方である。すなわ
ち，全体論的な視点から HRM 施策には最善の組み合
わせやパターンがあることを仮定し，個々の施策では
なく，HRM 施策を「束（bundle）」あるいは HRM
システムとして扱い検討を行うところに特徴がある。
　近年の SHRM 研究では，高業績 HRM システム

（high performance work systems：HPWSs 及び high 
performance work practices：HPWPs）やハイコミッ
トメントモデル（high-commitment model），ハイイ
ンボルブメントモデル（high-involvement model）な
ど呼称は各研究によってさまざまであるが，これらの
HRM 概念を用いた研究が中心となってきている

（Jackson, Schuler and Jiang 2014）。高業績 HRM シ
ステムは，普遍的モデルを前提としながらも，個々の
HRM 施策による検討ではなく，HRM 施策間の連携
に重きを置く「HRM システム」に焦点を当てた検討
を行っているといえる。また，戦略と HRM の適合と
いった垂直的適合に焦点を当てる SHRM 研究は一定
数確認されているものの，全体の SHRM 研究の中で
はその数が少ないことがレビューによって指摘されて
おり（Jackson, Schuler and Jiang 2014），本稿では主
として HRM 施策間の連携に焦点を置く高業績 HRM

システムなどの HRM システムに着目し，以下の検討
を行っていく。

Ⅲ　HRMシステムと組織・個人成果

１　HRMシステムと成果との関係
　HRM システムと成果との関係を検討するにあた
り，まずこれまでの SHRM 論では，HRM システム
とどのような成果指標との関連が検討されてきたのか
を探り，次いで実際に両者の間にどのような関連が報
告されているのかについて考えていくことにする。
　第 1 に，いかなる成果指標が HRM システムとの関
連の中で取り上げられてきたのかについては，Jackson, 
Schuler and Jiang（2014） が 既 存 研 究 の 丹 念 な レ
ビ ュ ー を 行 っ て い る。Jackson, Schuler and Jiang

（2014）は，1992 年から 2013 年に英文雑誌で報告さ
れた SHRM 研究の論文の中で，論文中で採用されて
いる HRM システムを 5 つの種類（高業績 HRM，ハ
イコミットメント，ハイインボルブメント，戦略焦点
型，不特定型）に分類し，どのような成果指標との関
連が検討されてきたのかについての論文数をまとめて
いる（表 1）。
　その結果，実に多くの外部及び内部ステークホル
ダーの成果指標との関連が検討されてきたことを理解
することができる。具体的には，以下の点を指摘する
ことができよう。第 1 に，オーナーや投資家の成果指
標との関連を検討する論文数が 77 本と一番多い点で
ある。とりわけ，初期の SHRM 研究では，HRM シ
ステムが企業の財務業績や生産性に対していかなる貢
献を果たすのかについての実証的解明が中心的議論で
あったことがこのような結果に繫がったと考えられる。
第 2 に，管理職者（運営）の成果指標との関連を検討
する論文がほぼ同数（76 本）で多い点である。この
成果指標を具体的に見ると，転職意思を含む退職や従
業員の職務成果・組織市民行動，特定の組織風土など
が含まれている。初期の SHRM 研究では HRM シス
テムと企業の財務業績・生産性との関係が検討されて
いた。しかし，その後両者の関係に介在する「ブラッ
クボックス」（影響過程）を明らかにする検討へと研
究 焦 点 が 移 行 す る 中 で（e.g., Jiang, Takeuchi and 
Lepak 2013），HRM システムがいかなる組織風土を
形成するのか，そして離転職行動や役割内及び役割外
職務行動などの従業員行動に対していかなる影響を及
ぼすのかについて検討がなされてきたためと考えられ
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る。第 3 に，研究数としては，先に指摘した 2 分類
（オーナーと投資家，管理職者（運営））より少ない
が，顧客視点及び従業員視点など極めて多様な成果指
標が設定され，検討がなされている点である。時期に
よる研究数区分が示されていないため確かなことを指
摘することはできないが，初期の SHRM 研究で検討
されてきた企業レベルの財務業績や生産性などの一般
的な成果指標との関係性が明らかになる中で，顧客
サービス度合いや製品品質など，より特化した組織成
果として顧客視点に基づく指標が設定され，検討がな
されるようになってきたと推察することができる。ま
た，従業員視点の成果指標についても，HRM システ
ムが従業員の職務成果・行動ばかりでなく，その前段
階にあるコミットメントやエンゲージメントなどの従
業員態度にいかなる影響を及ぼすのかなど，HRM シ
ステムと企業業績との間に介在するブラックボックス
議論の精緻化の流れの中から，より多くの従業員視点
の成果指標が設定され，多様な広がりを見せてきてい
ると捉えることができる。

　第 2 に，HRM システムが成果指標にいかなる影響
を及ぼすのかという具体的な実証分析結果についてみ
ていきたい。先に述べたように，HRM システムは組
織レベルの成果ばかりでなく，個人レベルの従業員態
度・成果などの多様な成果指標との関連が検討され，
実際にそれを支持する研究も多く報告されている

（e.g., Liao et al. 2009；Miao et al. 2021；Takeuchi, 
Chen and Lepak 2009；竹内・竹内 2010；Takeuchi 
and Takeuchi 2013）。しかしながら，より体系的な実
証分析レビューであるメタ分析を用いた既存の SHRM
研究では，HRM システムと組織レベルの成果指標と
の関連のみを取り上げて，検討を行っている（Combs 
et al. 2006；Jiang et al. 2012b；Rabl et al. 2014；
Subramony 2009）。したがって，成果指標としては限
定的ではあるが，それらメタ分析の結果を紹介し，
HRM システムが成果に及ぼす影響について検討をし
ていくこととする。
　Combs et al.（2006）は，SHRM 研究において最初
にメタ分析を行い，高業績 HRM システムと組織成果

表 1　HRMステムと外部・内部ステークホルダー成果との関係を示す論文

HRM システムの種類 a

成果指標 b 高業績 ハイコミット
メント

ハイインボルブ
メント 戦略焦点型 不特定型 論文合計数

オーナーと投資家 31 8 12 9 19 77
　利益，収益，ROA，ROE，トービンの Q 15 2  8 3 14 40
　販売／マーケティング指標  5 1  1 4  3 14
　生産性 16 5  4 3 10 38
顧客 17 4  4 5  8 36
　革新性（イノベーション）  8 3 3  5 17
　製品品質  2 1  3  2  7
　顧客サービス  7  1 2  1 11
管理職者（運営） 31 7 11 6 20 76
　退職 14 4  6 12 36
　特定の組織風土  3 1  1 1  3  9
　従業員の職務成果と組織市民行動  6 1  2 2  8 19
　欠勤率  4 2  1 1  1  9
　チームワーク  4 3  1 1  8
　組織能力  6  1 1  8
　社会的資本  1 1  2
従業員 25  4 2 17 48
　心理的安寧 c 15  4 15 34
　経営陣との関係性 11  1 1  7 20
　人的資本  6 1  1  8
　健康と安全  1  1  2
　公平性  2  1  3
　雇用保障  1  1
総合的パフォーマンス認知  8 1  2 2  7 20
注：表中の数値は，HRM システムと各成果指標との関係を報告する論文数を示す。
a：多くの論文は HRM システムの 1 つの種類に焦点化している。
b：多くの論文は，複数の成果指標との結果を報告している。
c：情動的コミットメントや職務満足，ワークエンゲージメント，職務ストレス，ストレス反応，不安，情緒的消耗感を含む。
出所：Jackson, Schuler and Jiang（2014：17-18）を一部修正抜粋
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との関連を検討し，大きく以下の点を明らかにしてい
る。第 1 に，SHRM 論で指摘されている高業績 HRM
は，組織成果と有意な正の相関（測定誤差を除いた相
関は 0.20）があり，第 2 に高業績 HRM は，個別の施
策（individual practices）よりもシステム（高業績
HRM システム）として実施されている時の方が，組
織成果をより強く説明することが示された（高業績
HRM システムと組織成果との測定誤差を除いた相関
は 0.28）。第 3 に，組織成果を生産性やリテンション
などの運営的成果（operational performance）と財務
的成果に分けて高業績 HRM システムとの相関を比べ
た場合，両相関の間に有意な差がないことが示され，
第 4 に業種別の相関度合いの比較では，サービス業の
組織よりも製造業の方が，高業績 HRM システムと組
織成果との相関が高いことが確認された。
　また，Rabl et al.（2014）はより広範な 29 カ国の 3
万 5767 の企業及び事業所からサンプリングされた，
156 の高業績 HRM システムと組織成果との関連を報
告している研究のメタ分析を行っている。その結果，
全体サンプルでの高業績 HRM システムと組織成果と
の相関は，0.28 と有意であった。また，国別の相関係
数で見た場合，日本企業における高業績 HRM システ
ムと組織成果との関係は有意な正の相関（0.25）であ
り，全体サンプル及びアメリカ企業での両者の相関

（それぞれ 0.28）と大きな差がないことを理解するこ
とができる。

２　HRMシステムと成果との関係における説明理論
　HRM システムと組織及び個人成果との関係を検討
するにあたり，HRM システムがなぜそしていかにし
て有効性を持ちうるのかについて，理論的説明がなさ
れてきた。Jiang and Messersmith（2018）では，既
存の SHRM 研究に関するレビュー論文をもとに 20 近
くの理論や視点が取り上げられていることを明らかに
している（表 2）。そこで，本稿ではこの中でⅠで取
り上げた資源ベース理論を除いて，比較的多く取り上
げられている人的資本理論（human capital theory），
行動的視点（behavioral perspective），社会的交換理
論（social exchange theory），能力・モチベーション・
機会（ability-motivation-opportunity：AMO）フレー
ムワークについて説明理論として紹介を行っていく。
　第 1 に，人的資本理論は，先に説明した資源ベース
理論と同様に，なぜ HRM システムが組織成果に貢献

を果たす可能性があるのかについて，理論的説明を提
供するものである。人的資本理論は本来，価値ある知
識やスキル，能力などの個人特性（人的資本）への組
織もしくは個人による投資の意思決定に関するもので
ある（Becker 1964）。この考え方を応用すると，企業
として HRM システムを整備することによって，価値
ある人材を採用し，能力開発投資によって知識やスキ
ルの拡充が行われ，評価や報酬施策によってそれらが
強化されていくことは，持続的競争優位の源泉となり
うる KSAs の高い人的資本ストックを企業内で創出
及び蓄積していくことに繫がると考えられる。とりわ
け，人的資本の中でも企業特殊的な人的資本の開発が
企業の競争優位の源泉に繫がる可能性についても指摘
がなされている（Wright and Ulrich 2017）。
　第 2 に，行動的視点は，HRM システムがいかにし
て組織成果を高めるのかというメカニズムを解明する
際に有効な視点である。元々，この行動的視点は企業
の戦略と HRM 施策との適合を説明するのに用いら
れ，企業が追求する戦略によって組織内部において必
要となる従業員の役割行動が異なることを仮定してい
る（Schuler and Jackson 1987）。したがって，組織
の戦略目標に適合した役割行動を HRM 施策が従業員
から引き出すことによって，組織成果に繫がると考え
られた。しかし，従業員行動は HRM 施策と持続的競
争優位の間にあると指摘されるように（McMahan, 
Virick and Wright 1999），より一般的な論理として

表 2　過去のレビュー論文で用いられた
戦略的人的資源管理の理論

理論 レビュー論文で
取り上げられた数

資源ベース理論 37
行動的視点 22
人的資本理論 20
能力・モチベーション・機会フレームワーク 14
社会的交換理論 10
制度理論  9
エージェンシー／取引費用  8
組織風土  8
資源依存  7
帰属理論  5
社会的資本理論  3
一般システム理論  3
サイバネティックス  2
従業員－組織（employee-organization）関係  2
組織学習理論  2
心理的契約理論  2
衡平理論  2
出所：Jiang and Messersmith（2018：9）を一部抜粋
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企業が HRM システムを実施することによって，組織
内外の目標達成に向けた従業員の好ましい態度や行動
が喚起され，組織成果に繫がるというブラックボック
スの議論（いわゆる HRM システムと組織成果との間
に介在する従業員態度・行動メカニズムの議論）の理
論的な説明基盤にも援用されるようになってきている
といえる（Jiang et al. 2012b）。
　第 3 に，社会的交換理論は，行動的視点で説明した
HRM システムと従業員の望ましい態度や行動との関
係をより具体的に説明する際に有効な理論といえる。
社会的交換とは，「何か 1 つに特定できない，広い意
味での将来の義務感を生じさせるような好意（favors）
であり，（好意に対する）その返報は，相手との交渉
によって調整されるものではなく，本人の自由意思に
任されるべきもの」（Blau 1964：93）と定義される。
すなわち，企業から個人が自らにとって有益な何らか
の恩恵を受けていると認識した場合，個人はそれに報
いる義務があると感じるようになり，組織や仕事に対
してより積極的な態度や行動が喚起されると考えられ
る。例えば，従業員に利益をもたらすような HRM シ
ステムが企業で行われている場合には，その返礼とし
ての従業員の高い組織や仕事への意欲が期待され，結
果的に組織成果への向上を仮定することができる。
　最後に，AMO フレームワークは，従業員の能力

（ability）とモチベーション（motivation），貢献機会
（opportunity）の 3 つの要因から HRM システムと組
織成果との関係を説明する枠組みである（Jiang et al. 
2012a；Lepak et al. 2006）。個人の成果が「能力」と

「モチベーション」，「参加機会」の関数によって決ま
るという考え方を土台としており（Appelbaum et al. 
2000），それを援用する形で高業績 HRM システムと
組織成果を媒介する統合的な枠組みとして議論がなさ
れてきた。実際に，Jiang et al.（2012b）では，貢献
機会の媒介効果は研究数の関係から検討できなかった
が，メタ分析結果より HRM システムから AMO フレー
ムワークの「従業員能力」と「モチベーション」を部
分的に介して，自発的退職や運営的成果，財務的成果
などの組織成果に影響を及ぼすことを明らかにした。
また，上記の検討にあたり，HRM システムを AMO
フレームワークに基づき，それぞれ「スキル強化型
HRM 施策（skill-enhancing HR practices）」，「モチベー
ション強化型 HRM 施策（motivation-enhancing HR 
practices）」，「機会強化型 HRM 施策（opportunity-

enhancing HR practices）」で捉える HRM システム 3
次元モデルの有効性も見出している。

Ⅳ　おわりに―今後の研究に向けて

　上記において，HRM システムと組織及び個人成果
との関係について SHRM 論の基礎的理論や研究成果
を踏まえた説明を行ってきた。今後，HRM システム
と成果との関係を実証的に検討するにあたり，研究上
の課題を含め以下の 2 点について留意することが必要
である。
　第 1 に，高業績 HRM システムあるいはハイコミッ
トメントモデルなどの HRM システムの具体的な施策
の構成要素に関して，SHRM 研究において必ずしも
統一的見解が示されていないことである。そのため，
今後実証研究を行っていくにあたっては施策内容の議
論及び検討が肝要である。そのような中，AMO フレー
ムワークで述べた Jiang et al.（2012a, 2012b）による
機能面から捉えた HRM システムの構成検討は 1 つの
有益な示唆を与えている可能性があり，今後の研究展
開を注視していく必要があると考えられる。
　第 2 に，HRM システムと成果との関係を検証する
にあたり，HRM システムが同一組織内で 1 つではな
く複数存在している可能性がある点である（Roumpi 
and Delery 2019）。例えば，同一企業内でも従業員の
対象者（採用職種や役職の違いなど）によって異なる
HRM システムが採用されている場合が考えられると
同時に，地域別あるいは事業所別で HRM システムに
違いがある可能性も考えられる。したがって，同一企
業あるいは同一組織ということで，HRM システムと
して回答を合算（aggregate）し，組織や従業員成果
との関係の分析を試みることは事後的な問題を抱える
可能性が高くなる。対象者を限定して HRM 施策の回
答を求める，あるいは分析レベルとして企業レベルで
はなく，事業所や支店などのユニット単位で分析を実
施するなど，事前に従業員のセグメンテーションや
HRM システムの具体的実施状況に合わせた研究の策
定及び実施が必要であろう。
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